


⒈住民と行政のパートナーシップによる｢共生・

　協働のまちづくり｣

　出会いサポート事業　　　　　　　    23万円

　公共ネットワーク整備　　　　　    1648万円

⒉健康で文化的な生活を営める｢元気で安心でき

　るまちづくり｣

　焼却灰等運搬車購入　　　　　　　   782万円

　水源探査、区画整理地区配管など　  8295万円

　簡易水道整備(市来、羽島など)　    6393万円

　公共下水道・汚水管渠整備　      2億964万円

　合併処理浄化槽設置補助(116基)     4135万円

　定住促進補助(定住奨励など14件)     808万円

　川上分団消防車購入費ほか　　　    3082万円

　こどもにやさしい街づくり事業　    1533万円

　学童クラブ(4箇所)委託料　　　　   1506万円

　未来の宝子育て支援金　　　　 　   1146万円

　市来保育所空調設備設置　　　　　   493万円

　スクールソーシャルワーカー研究事業

　(不登校解消及び未然防止)　     　　300万円

　特別支援教育支援員配置(6人)  　　　525万円

　学校の安全対策

　(防犯ブザー・巡回パトロールほか)　　 258万円

　市来中プール改修事業　　 　　　   　8725万円

　学校耐震2次診断(14棟)　　　　    　 1077万円

　文化センター屋上防水対策　　 　    　459万円

⒊世界に羽ばたく力強い産業が展開する｢活力ある

　産業のまちづくり｣

　食のまちづくり検討委員会設置　　　  　27万円

　新規就農者支援事業      　　　 　   　50万円

　中山間地域等直接支払制度(21団地)  　1783万円

　無人ヘリコプター導入補助          　 327万円

　施設園芸燃油高騰支援     　　　   　 149万円

　基盤整備事業(冠岳松下地区)　　 　   4040万円

　大森井堰塗装(川上地区)　　　　　     800万円

　宇都井堰改修(市来宇都地区) 　　　    260万円

　林道小溝ノ谷線整備事業　　　 　  　 1661万円

　川上札建迫地区治山事業　　　　　  　 500万円

　まぐろ漁船母港基地化奨励等補助   　 3822万円

　漁場・港湾整備

　(串木野、羽島、戸崎、市来漁港)など　2億1795万円

議会の概要

～20年度の主な事業～

2 いちき串木野市議会だより（22号）

決算審査

　9月議会最終日(9月29日)に決算審査特別委員長報告の後、採決の結果、平成20年度一般会計

など13会計の決算を認定しました。

　地方財政の健全化を示す実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率

の４指標は、いずれも国が示した基準内にあります。

　収支状況は、収入済額が予算現額に対し、収入率92.6％の131億6434万3563円、支出済額が執

行率88.9％の126億4819万4896円で、収支差引5億1614万8667円となり、翌年度に繰り越すべき

財源を差し引いた実質収支額は４億2002万3667円となります。



決算審査
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　フィッシャリーナ事業　　　　　　   451万円

　観光宣伝事業(ラジオＣＭなど)　　   294万円

⒋利便性が高く美しいまちを創造する｢快適な環

　境のまちづくり｣

　市道久木野線改良事業　　　　　　   808万円

　市道別府上名線改良事業　　　　    2124万円

　市道払山線・平木場線改良事業　    1281万円

　オコン川改修    　　　　　　　  　  1500万円

　いきいきバス運行委託料など　　   　 1102万円

　新港浮桟橋塗装　　　　　　　　　  　 400万円

　ウッドタウン住宅建設(2戸)　　　  　 4780万円

　市営住宅火災報知器設置(182戸)　  　  225万円

　麓土地区画整理事業　　　　    　  3億179万円

公　債　費　比　率　　　17.1％　　　14位
借金返済に使った金額の割合で、財政構造の弾力性を判
断する指標。通常は10％、黄信号15％、赤信号20％以上
といわれている。
�

※県内の状況は、まだ公表されていないので、順位は推定です。

歳入決算額から歳出決算額を差し引いた額（収支額）か
ら、翌年度への繰越財源を差し引いた額（実質収支額）
を標準財政規模で除したもので、実質収支の額の適否を
判断する指標。３～５％程度が望ましいとされる。

市税など自ら調達できる財源の歳入総額に占める割合。

人件費や扶助費、公債費など義務的経費の割合を示す指
数。一般的に都市で75～80％程度が妥当とされ、これ以
上になると財政の硬直化が進むことになる。

財政力を示す指数。高いほど財源に余裕がある。

主な指数
本　市　の
指　　　数

　指　数　の　説　明
県　　内
順　　位

財　政　力　指　数　
　（3ヶ年平均）

   0.45　　 ５位

経 常 収 支 比 率     95.9％     11位

自 主 財 源 比 率     34.9％ 　　６位

実 質 収 支 比 率      4.7％     ７位



議会の概要
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決算審査

 問　市税徴収における生活困窮者への対応は。

　答　生活困窮者の家庭環境を把握している収納担

　当職員が、福祉課へ情報提供などを行っているほ

　か、生活困窮者へは、納税相談の中で福祉の制度

　についての説明等を行っている。

 問　市営住宅使用料の滞納者への対応は。

　答　督促状の発送や電話催告、臨戸徴収等を行っ

　ているほか、一括納入が難しい滞納者には、分割

　納入の方法により徴収を行っている。また、長期

　滞納者については、市営住宅からの退去のほか、

　低額な市営住宅へ転居を勧めるなどの対応をして

　いる。

 問　電算業務は外部委託するより、専門職員を育

　　　成した方が、財政効果があるのではないか。

　答　現在の電算システムを職員で対応した場合は、

　相当数の職員が必要であること、また担当者は深

　夜労働が続くなど過重労働となることや現在のシ

　ステムはプログラムが公表されないことなどから、

　職員がそれを改造することは、極めて難しい。

 問　市来地域への原子力発電周辺地域給付金は。

　答　給付を受けるためには、国の原子力発電周辺

　地域給付金交付規則の変更が必要である。電源立

　地市において、これまで未交付だった地域にも給

　付金が交付されているので、市来地域への給付金

　交付を実現するために、全国の関係自治体と連携

　し、国に交付規則の改正を働きかけるなど、交付

　に努力したい。

 問　生活保護の申請数と認定数はどうなってい

　　　るか。

　答　平成20年度は、生活保護の相談が63件、申請

　書提出は32件、うち認定が28件、また廃止は21件

　であった。

 問　生活保護認定者は車を所有できるのか。

　答　仕事をする上で必要な場合は認めているが、

　その他については、原則として認めていないこと

　から、車の所有が障害となり、生活保護の申請を

　されない方もいる。

 問　河川等の水質検査の状況とその結果は。

　答　市内15河川等を年2回調査しており、調査箇

　所は原則1河川1箇所としているが、五反田川、八

　房川、大里川は3箇所、重信川は2箇所を調査して

　いる。水質的には、五反田川をはじめ、ほとんど

　の川に問題はないが、尻塞川及び硯川については

　水質が良くない。

 問　荒廃農地の現状は。

　答　荒廃地は毎年増えてきているが、平成20年度

　は国の100％補助事業により、約2.5haの荒廃地を

　回復した。担い手の育成が難しい中にあって、今

　後は重機等を所有する建設業等を重要な担い手と

　位置付け、全面的に支援することにより、農地の

　保全を図っていきたい。

 問　まぐろ船の物資の地元調達状況は。

　答　平成20年度は、まぐろ船３隻、運搬船９隻の

　計12隻が入港し、全体で４億9873万889円の物資

　購入があり、うち市内から４億2149万3474円分購

　入された。

 問　救急車の要請が重複した場合の対応は。

　答　現在、本署、分遣所合わせて3台の救急車が

　あるが、３台同時に出動している時には、消防車

　に担架、資機材等を積んで出動している。

 問　不納欠損者の内訳は。

　答　平成20年度は、生活困窮者103件、死亡31件、

　行方不明28件、その他48件であった。



議会の概要
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総務企画委員会

主な審査内容

（歳入の主なもの）

1. 住宅手当緊急特別措置事業費　　　　  134万円

2. 子育て応援特別手当給付事業費　 　  2895万円

3. 女性特有のがん検診推進事業費   　　 740万円

　　1～3は国の全額補助

4. 県地域振興推進事業費(新規事業)　    700万円

　　地域活性化事業として食のマップ及び特産品の

　モニュメント2基・観光案内板６基の作製費1400

　万円に対する県の2分の1補助　　　　

5. 地方消費者行政活性化基金事業　 　　 153万円

   相談者のプライバシー保護のため相談室を整備

　するほか必要な備品を購入するもので、県の全額

　補助

6. 橋梁の長寿命化修繕計画策定事業費　  100万円

　　老朽化する橋梁の修繕及び架け替えの計画を策

　定するもので、市内にある159橋梁のうち、長さ

　15ｍ以上の46橋梁を策定対象とする事業費200万

　円に対する国の2分の1補助 

7. 中学校武道等地域連携推進事業費  　  100万円

　　新学習指導要領により、中学校1・2年生におい

　て武道が必修化されることに伴い、生冠中に剣道

　用具等を整備するもので、県の全額委託事業

8. 繰越金　　　　　　　　　　　　 　  8635万円

　　遠洋まぐろ漁業再編対策支援事業補助金800万

　円等に係る補正財源で、補正後の繰越金の残額は

　1億2180万8000円となる。

問　遠洋まぐろ漁業再編対策支援事業補助の内容は。

答　今回の５社８隻のマグロ船減船に伴う、地元債

務の円滑な処理のため、１隻当たり市が100万円、

県が500万円、計600万円を補助するものである。

一般会計補正予算中、委員会付託分

　国の平成21年度第一次補正予算に伴う経済対策事業として、今回、就学前３ヵ年の児童を対象に第１子か

ら支給する子育て応援特別手当支給事業や、女性特有のがん検診推進事業、道路整備、農業施設整備のほか、

難視聴地域における地上デジタル放送受信施設を整備することとしました。

�
　平成21年第3回定例会（9月議会）を、8月24日

から9月29日までの37日間の会期で開き、平成21

年度一般会計補正予算のほか、消防団の副団長を

4人から2人とする市消防団員の設置等に関する条

例等の一部改正のほか、「市道向井原線経由串木

野駅～脳神経外科センター間　いきいきバス運行

に関する請願」及び「小規模工事登録制度の創設

を求める陳情」を採択しました。　

　21年度一般会計は、今回2億330万1000円を追加

し、歳入歳出予算の総額が131億2073万3000円と

なりました。今回の補正による主な事業は、国の

経済対策事業のほか、県地域振興推進事業による

観光案内板及び特産品モニュメントの作製や遠洋

まぐろ漁業再編対策支援事業補助のほか、消費生

活相談室の整備等です。

�　�

【補正予算】



教育民生委員会

主な審査内容

6 いちき串木野市議会だより（22号）

委員会審査

問　8隻の減船に伴う失業者の状況は。

答　日本人の失業者は54人、うち本市在住者は6人。

6人のうち2人は市内船籍船に、残り4人は市外船籍

船に乗り換えた。

  

(歳出の主なもの)

1. 辺地共聴施設整備事業補助金　　　    119万円

　　坂下テレビ共同受信施設組合が地上デジタル放

　送を受信するために行う共聴施設改修事業費239

　万4000円に対する2分の1の国庫補助金分

問　この事業は、どこの地域でも実施できるのか。

答　難視聴地域において、共聴組合を設立し申請す

れば実施できる。

2. 災害時要援護者管理システム導入委託料 385万円

　　災害時に１人で避難できない高齢者や障害者等

　に対する避難支援制度を設け、その情報を一元化

　する電算システムを導入しようとするもの。８月

　末現在、要援護登録者は910人、支援登録者は

　1,455人

　副団長の定数を4人から2人にすることに伴い、全

体の定数を299人から297人に変更するもの。

問　副団長を2人とした大きな要因は何か。

答　合併時には旧市町に副団長は2人ずつであったが、

消防団活動も軌道に乗ってきており、団本部の指揮

も団長1人、副団長2人、計3人体制で対応可能であり、

また同規模程度の団員数がいる県内他市町も、副団

長2人制が多いことから2人とした。

審議内容概略

　「業務の品質確保の観点から、この制度登録者の

技術を確認する必要があり、制度導入は慎重に行う

べき」との意見の一方、「制度創設に伴う新たな予

算は必要なく、中小事業者を育成する上でも、また

市が発注する小規模事業の公平性、透明性を確保す

る上でも、制度創設は必要」との意見が出され、採

決の結果、陳情を採択しました。

【補正予算】

　　　　　　　　　　　　　　　　　 

（歳出の主なもの）

1. 住宅手当緊急特別措置事業　　   　　 134万円

　　失業者で住宅を喪失している者など、一定条件

　を満たした者に対し住宅手当を支給する。

問　住宅手当の支給額は。

答　単身世帯で月額2万4200円、複数世帯で3万1500

円を上限に、最長6ヶ月間支給する。

2. 子育て応援特別手当支給事業    　　 2895万円

　　本年10月1日の基準日に就学前3ヵ年の児童のい

　る世帯主に対し、対象児童1人当たり3万6000円を、

　第1子から支給するもので、対象者は約750人

3. 学校情報通信技術環境整備事業　　 　1096万円

　　学校のＩＣＴ化を進める事業で、電子黒板及び 

　パソコンを各学校に1台ずつ導入する。

2年ぶりにいちき串木野市に水揚げされたマグロ

消防団の設置等に関する条例の一部改正

「小規模工事登録制度の創設」を求める陳情　　　

一般会計補正予算中、委員会付託分

陳情内容

　市が発注する入札に付さない低額な修繕等に

ついて、一般競争入札参加資格が無い中小事業

者が受注できる制度を創設して欲しい。



一般会計補正予算中、委員会付託分

海洋センター条例の一部改正　

指定管理者制度が導入される木原墓地

産業建設委員会

主な審査内容

委員会審査
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4. 女性特有のがん検診推進事業　　　　　566万円

　　受診率の向上を図り、がんの早期発見、早期治

　療につなげるため、子宮頸ガンと乳ガンの検診を

　5歳ごとの節目に無料でできる「がん検診無料ク

　ーポン券」や「検診手帳」を配布する。

5. 公民館の備品購入　　　　　　　　　  665万円

　　市来地域公民館ほか７コミュニティセンターの

　会議用長机182台と椅子260脚、椅子を収納する台

　車6台を購入する。

問　更新される長机等の廃棄方法は。

答　再利用可能なものについては、他の公的施設等

での再利用を考えているが、公的施設等からの要望

がない場合は、自治公民館等からの利用の要望にも

応えていく方向で検討したい。

6. 自治公民館建設補助　　　 　　　　　 394万円

  市来地域の平ノ木場自治公民館建設に対する補助

　　　　　　　　　　　　　　　

 木原墓地及び野元墓地に指定管理者制度を導入す

るにあたり、業務の範囲、管理の基準等を定めるも

の。

問  指定管理者が行う業務内容は。

答 墓地内の清掃や除草、樹木の剪定のほか、お盆

時の交通整理などを考えている。

　　　　

　　　　　　　　

 健康保険法施行令等の一部改正に伴い、平成21年

10月1日から平成23年3月31日までの出産育児一時金

を4万円引き上げ39万円とするもの。

　土川小学校を平成22年4月1日付けで廃止すること

に伴い、小学校数を10校から9校にするもの。

問 通学距離が遠くなることによる子どもたちの通

学手段の確保は。

答 公用車での送迎のほか、タクシーによる送迎な

どを検討している。

問  廃校後の跡地利用をどのように考えているか。

答 市役所内部に検討委員会を設置し、現地調査を

含め検討しているが、来年5月頃に外部委員を交え

た委員会を設置し、跡地の活用について検討してい

きたい。

　　　　　　　　　　　　

 指定管理者制度の導入にあたり、指定管理者の業

務範囲、管理の基準等を定めるもの。

問　Ｂ＆Ｇ海洋センター指導員の配置はどうなるか。

答 センターを管理する場合は、Ｂ＆Ｇの指導員資

格保持者が必要条件であることから、指定管理者に

おいても、指導員の資格保持者2名が必要となる。

問　事故が発生した場合の責任所在は。

答　事故の発生原因や状況等によって責任所在は分

かれるものの、施設自体に起因する事故の場合は、

市に管理責任が発生すると思われる。

【補正予算】

　

（歳出の主なもの）

1. 農業施設維持費　　　　　　　　　　 1000万円

　　生福石野団地の水田の基盤再生、生福坂下地区

　の志保良池の用水路改修、冠岳宇都地区の用水路 

　改修及び湧水処理工、オコン川の春田水路の改修

市有墓地条例の一部改正

国民健康保険条例の一部改正　　　　

学校設置条例の一部改正



道路新設が予定されている平江地区

8 いちき串木野市議会だより（22号）

委員会審査

2. 林業木材産業活性化推進事業補助金　　710万円 

　　集材や作業路開設が一挙にできる多機能機械の

　購入に対する市内林業事業者への補助

3. 環境・生態系保全活動支援事業負担金　122万円

　　いちき串木野市内の4漁協が一つの活動組織を

　作り、藻場の造成、食害生物の除去等の活動を行

　う経費490万円に対し、国が2分の1の245万円を、

　県・市がそれぞれ4分の1の122万5000円を負担す

　る。

4. 道路工事費                         3850万円

 　土佐・平江線、京町・元町線、河内線の舗装工事

5. 道路新設・改良設計委託料　　　　 　 600万円

　　平江地区の道路新設及び浜ケ城線の道路改良に

　伴う委託料

問　平江の道路新設と野平地区土地区画整理事業と

の整合性は。

答　野平地区の土地区画整理事業は、麓土地区画整

理事業終了後を予定しているが、昨今の平江地区の

交通事情を鑑みると、早急に対応する必要がある。

麓地区の事業が遅れている状況の中、野平地区の区

画整理事業を待てないので、緊急措置として、将来

の区画整理事業との整合性に考慮しながらも区画整

理事業とは切り離し、道路を整備しようとするもの

である。

　　　　　　　　　

1. 営繕費　　　　　　　　　　　　　　　168万円

　　吹上浜荘のエレベーター修繕及び市来温泉セン

　ターの水中ポンプ取替え

　平成22年4月1日から3年間、市内の都市公園等の

北部地区15施設、南部地区16施設を有限会社坂口造

園に管理させるもの。

問　指定管理者制度導入に伴う公園利用者からの要

望、反応等はどうか。

答　公園の近隣公民館長に利用者満足度調査を実施

しており、その結果は、全体的に満足しているとい

う意見が多く、今回の指定管理者にも、継続して調

査をお願いし、住民が公園に親しんでもらえるよう、

今後も公園利用者の利便を図っていきたい。

問　公園遊具の点検等の実施状況はどうか。

答　公園遊具の安全面に関しては、必ず毎月１回点

検するように指示しており、また、遊具の点検講習

会にも参加させるなどしている。

　　　　　　

審議内容概略

「大型バスの運行は不可能な道路幅であるが、いき

いきバスに代わる代替手段を講じて、交通弱者対策

を進めるよう当局に申し入れるため採択すべき」と

する意見の一方、「市内には似たような課題を抱え

る地域は多く、厳しい財政など考慮すれば慎重に対

処すべき」という意見が出され、委員会では、賛成

少数で不採択となったものの、本会議においては、

採決の結果、請願を採択しました。

平成2１年度国民宿舎特別会計

指定管理者の指定 

「市道向井原線経由串木野駅～脳神経外科セン

ター間　いきいきバス運行に関する請願」　　

請願内容
　袴田集落は、戸数540戸余、人口1,400余人の
大きな集落で、高齢化も進んでいるにも関わら
ず、路線バスの運行もなく、いきいきバスのル
ート設定もない。車の運転ができない高齢者が
増え、買い物・通院等が不便な現状を考慮のう
え、当地域へのいきいきバスルートを設定して
もらいたい。



市長の公約達成

一定の成果と課題

中里純人議員

一般質問

9いちき串木野市議会だより（22号）

問　情報公開の推進・オンブズマンの情報公開度ラ

ンキングで本市は県下でも最低の評価だった。

答　オンブズマン独自の採点基準によるもので、情

報公開度が低いとは認識していない。　　　　

問　快適な環境のまちづくり・公民館の街灯並びに

電気代の維持負担が大きくなっている。市からの補

助制度を設けるべきではないか。　

答　維持管理補助については、県内他市の実施状況

も参考にしながら、検討する。

問　学校教育の充実・串中３階北側校舎の2年3組は、

夏は暑さのため授業どころではない。教室の改善は。

答　窓の設置や他の方法で風通しができないか、具

体的に検討をしたい。

問　社会基盤の整備促進・麓地区の土地区画整理事

業が計画当初の説明と食い違っているとの声がある。

説明は十分か。

答　浸水のおそれがある土地に建てられている家は

理解をいただき、かさ上げを実施している。水路は

蛍が生息できるよう整備中である。

問　エネルギーセンター問題の責任と今後の財政運

営について伺う。

答　前町長にも責任があり、チェックできなかった

当時の市来町議会にも責任がある。返還額の捻出は、

職員の給与カットなど人件費で約１億2000万円、特

別交付税の上乗せ分約２億5000万円を充当する。

その他質問　  

〇共通商品券発行事業について

海上自衛隊誘致

合意形成が必要

寺師和男議員

問　本市の西薩中核工業団地への企業誘致は、当局

の努力にも関わらず、経済状況の変化により、企業

誘致は非常に厳しいものがあり、分譲面積の33％、

17.3ヘクタールが分譲されずに残っている。海上自

衛隊が誘致されれば、串木野新港及び西薩中核工業

団地の利用、活用促進が図られるとともに、市税の

増収及び地域経済などに及ぼす影響は多大なものが

あり、人口増も期待できる。また石油地下備蓄基地

などの防災上の安全確保にも対応ができる。

　本市は好条件が整っており、有益であると思われ

るが、海上自衛隊を誘致する考えはないか。

答　九州、沖縄を管轄している海上自衛隊は、佐世

保地方隊で、艦船は佐世保基地、下関基地、沖縄基

地に配備されている。

　海上自衛隊の艦船を誘致している宮崎県日南市に

は、日南商工会議所を事務局とする海上自衛隊艦艇

日南協力会という組織があり、海上自衛隊艦船の誘

致を図っているようだ。

　誘致への取り組みについては、市民、議会との合

意形成が必要であり、その後、関係機関と誘致につ

いて検討することになる。

一 般 質 問
　9月8日、9日の本会議で8人の議員が一般質問を行いました。こ

の原稿は、議会会議録をもとに、質問した議員の責任においてま

とめたものです。　　　　　　　　　　　　　（掲載は通告順）

�☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆�



合併４年の総括は　　課題も残っている

議会の概要

10 いちき串木野市議会だより（22号）

一般質問

定住促進施策の成果は

市外から10世帯33人転入

西別府治議員

問　本市も人口減少対策が喫緊の課題であり、効果

的な対策を打ち出す必要があるが、平成19年度より

住宅建築補助金や定住奨励金、土地購入補助金など

最高240万円が補助される団地の現在の販売状況や、

市外からの転入者等の状況について伺う。

答　制度改正前は毎年2～3件程度で、改正後は平成

20年度６件、今年度は現在までに10件が見込まれ、

補助制度の成果が現れている。また、平成21年8月

末現在、市外からの転入が10世帯33人、市内転居15

世帯62人が定住している。旭小学校区の芹ヶ野団地

では、定住促進により新入学児童があったことで、

子供を中心とする行事や継承されている郷土芸能・

文化行事などの様々な取り組みに弾みがつくと思わ

れる。問　

問　県外在住の本市出身者に本市の定住促進制度を

ＰＲし、居住地の隣近所の方々への紹介をお願いし、

その方々から有益な情報を提供していただくといっ

たような、双方向での情報交換の仕組みを構築する

必要があると思う。市からの情報発信や意見募集な

どは市のＷebサイトに集約し、それとは別に、市出

身者や市民同士がイベント情報、日常に根ざした生

活情報等の交換ができるようにするための完全会員

制による専用サイト（招待性地域コミュニティサイ

ト）の立ち上げはできないか伺う。

答　いちき串木野市に関する定住促進や観光等、市

政全般にかかわる地域情報交換のための専用サイト

の導入を図る。

老健施設等
　入所待機者への対応は

原口政敏議員

問　自宅で介護できず、老健施設等に入りたくても

入れない方々が本市に446人おられるが、これらの

待機者にどう対応するのか。

答　老いた皆さんを大事にすることは責務である。

市に設置認可権限のある地域密着型介護サービス事

業（グループホームや小規模多機能型居宅介護など）

で、対処したい。

問　合併に際し、合併特例債は28億円を限度に発行

することとし、また合併特例交付金は5億円交付さ

れることになっている。合併特例債及び特例交付金

は新市の一体的なまちづくりに活用することとなっ

ているが、新駅駅前整備に使うことに問題はないか。

答　使途については県と協議しており、適切な活用

であると考えている。厳しい本市財政状況にあって、

合併特例債・特例交付金は貴重な財源である。

問　合併して良かったか、悪かったか。合併して一

番大切なことは融和である。それができてきたか。

答　合併して一番大切なことは、融和と一体化であ

る。地域のバランスを考えながら取り組んできたが、

課題も残されている。
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グループホーム等で対処

合併特例債・特例交付金　　貴重な財源



いじめ対策　　　未然防止に取り組む

テニスコート建設は

一般質問

11いちき串木野市議会だより（22号）

総合計画・分野別進捗は

全力を傾注　課題も残る

中村敏彦議員

問　男女共同参画では、女性の管理職登用率は全自

治体平均8.6％。本市の現状は3分の１程度。審議会

への参加も少ない。本市の現状と今後の方向性はど

うか。

答　女性管理職は2.9％、審議会は19％。女性の感

性を生かすよう努めていきたい。

問　市内243箇所の土砂災害や急傾斜地など危険箇

所の整備率は57％。年間2％程度の進捗は遅いと思

うが、最終年度の整備率目標は。

答　要調整箇所125箇所中58.4％を、平成28年度ま

でに整備率70％としたい。

問　災害時における一次避難の公園・緑地がない地

域に、道路新設などの事業の中で検討できないか。

答　共同減歩等の問題もあり協議が重要と考える。

問　新駅とまちづくりが一体化していない。今後も

課題として残っていく。

答　提言を含めて、今後の検討課題である。

問　「平和のために行動する市長」を印象付ける同

会議への参加はどうか。

答　世界の気運が高い。検討課題と思う。

問　温排水の影響、平均1日5回も発生している地震

列島、事故時のリスクの大きさなど、脱原発が唯一

の選択肢と思うが。

答　市民の意見を尊重して判断したい。

その他質問　自治公民館と行政の役割や市営住宅の

立替計画について

ネット利用弊害への対応

児童・生徒に不携帯の指導

東育代議員

問　青少年の健全育成に有害な影響を及ぼす携帯電

話・インターネット利用の弊害について、学校で保

護者や児童・生徒に対して、危険性の周知を図るべ

きではないか。

答　学校では情報モラルや規範意識を高める指導を

行い、保護者には各種会合で資料を活用して啓発し

ている。児童・生徒を氾濫する危険な情報から守る

ために、原則として携帯電話を持たせないという指

導を繰り返し行っている。学校、家庭、地域、関係

団体等と連携してフィルタリング設定率の向上を図

り、携帯電話やインターネット利用の危険性に対す

る保護者や児童・生徒の意識の高揚に努める。

問　いじめと不登校の関わりについて、各学校の現

状と対応はどのようか。

答　昨年2件のいじめによる不登校の報告があったが、

全生徒への指導や全職員の共通理解による問題の共

有化、保護者と担任や生徒指導主任などとの連携を

深め、７月現在でいじめはない。学校では未然防止

のため道徳教育を中心とした全教育活動を通して、

命や人権を大切にし、思いやりのある人間関係を育

む活動を推進する。

問　テニスコートの建設はどうなっているか。

答　総合運動公園計画の中に盛り込まれてはいるが、

新しい施設ができるまでは、現状を維持しながら既

存の施設を補修して対応する。　
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平和市長会議参加は　状況を見ながら検討

原発増設に反対を　　市民の意見で判断

当分の間
　　既存施設で対応



沿岸漁業の振興は　　　年次的に実施

12 いちき串木野市議会だより（22号）

一般質問

福田清宏議員

問　串木野市漁業協同組合・本浦地区公民館連絡協

議会との協議の経過、及び改修事業の内容は。

答　諸々の課題解決に向け、漁協や地区公民館等と

協議を重ね、漁民研修センターを利用する方向で、

今年度中に具体化に向けた方向性を示したい。

問　魚礁設置、藻場造成、稚魚の放流等の実績は。

答　各漁協が年次的に実施している。

問　五反田川左岸漁船係留場所付近の浚渫計画は。

答　県に実情を訴え、工事をお願いする。

問　五反田川左岸東海大橋下の消波ブロック設置は。

答　県は洪水時の影響等を含め受託調査を実施。

問　麓地区土地区画整理事業の達成状況は。

答　年間５億円程度の事業費が必要になるが、平成

29年度完成を目指して、着実に進めたい。

問　野平地区の土地区画整理事業は、麓地区土地区

画整理事業の完成前に、協議が進められるか。

答　工事が完了する２～３年前の平成26年度頃を目

途に、事業の実施に向けて準備したい。

問　平江地区の水田を走る道路新設事業の内容は。

答　ナフコ付近から西中学校側へ進み塩入橋を通り

草良線に接続する約1,000メートル、車道幅員5.5メ

ートル以上の新設道路を計画。平成22年度より用地

の承諾を得たところから着手する計画である。

その他質問　五反田川を河川としてよみがえらせる

為の維持管理、指定管理者の管理義務について

国保税1人当り
　　　　1万円の軽減を

東勝巳議員

問　年間所得200万円で本市の国保税は30数万円、

所得の15％を超える課税がされ、1人当り年間9万

4369円は、県下18市で最も高い保険税となっている。

滞納3億円の解消や、全ての被保険者が正規の保険

証で安心して治療が受けられるよう、国保税1人当

り1万円の軽減はできないか。

答　平成20年度国保会計の決算では2億5065万円が

繰越金となったが、平成21年度以降も多額の繰越金

が生じるかは不透明である。今後これらの動向を踏

まえた上で、検討していきたい。

問　県内でも自治体による乳幼児医療無料化が広が

っている。薩摩川内市は来年度から中学生まで、日

置市は来年小学校入学まで、南さつま市では来年1

月より小学校就学前まで、乳幼児医療無料化に取り

組む。本市も小学校入学まで無料化はできないか。

答　本市でも独自の施策によりゼロ歳児医療無料化

を実施し、子育て世代の軽減対策を講じている。乳

幼児医療無料化については、県補助事業の見直しの

動きも見ながら21年度中に、市の施策として財政状

況など踏まえ、制度拡充について総合的に判断した

い。

その他質問 

1.　景気対策に係る国の予算と本市への交付金、交

　付税等について

　(1)平成20年度第一次補正、二次補正、平成21年

　　　度当初、21年度補正予算、それぞれの交付額

　　　と総額活用事業内容について　他

2.　市政報告会について

　(1)市来一般廃棄物利用エネルギーセンターについて

　(2)新駅問題について　他

�☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆�

今後検討していきたい

今年度中に方向性を示す

本浦地区コミュニティ
　　　　センターの設置

区画整理事業の
　　　　達成状況は

着実に進めている

平江地区の
　　　道路新設事業

測量設計委託料計上

乳幼児医療費の
　　　　　無料化を

21年度中に
　　総合的に判断
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審議結果

いちき串木野市議会だより（22号）

1. 全会一致で可決された議案
⑴ 平成20年度決算認定
　①　簡易水道事業特別会計
　②　老人保健特別会計
　③　公共下水道事業特別会計
　④　地方卸売市場事業特別会計
　⑤　介護保険特別会計
　⑥　国民宿舎特別会計
　⑦　戸崎地区漁業集落排水事業特別会計
　⑧　居宅介護サービス事業特別会計
　⑨　児童デイサービス事業特別会計
　⑩　水道事業会計 
⑵ 平成21年度補正予算
　①　一般会計（第5号）
　②　国民健康保険特別会計
　③　介護保険特別会計
  ④　国民宿舎特別会計
⑶ 条例・規則
　①　消防団の設置等に関する条例の一部改正
　②　消防団員等公務災害補償条例の一部改正
　③　国民健康保険条例の一部改正

　④　学校設置条例の一部改正
　⑤　市議会委員会条例の一部改正
　⑥　市議会会議規則の一部改正
⑷ 請願・陳情
　①　教育予算の拡充を求める請願（一部採択）　
　②　小規模工事登録制度の創設を求める陳情
⑸ 報告
　　総務企画委員会・教育民生委員会・産業建設委
　　員会の所管事務調査結果報告
⑹ 意見書
　　教育予算の拡充を求める意見書
⑺ 推薦
　　農業委員の推薦（前田博隆氏、松下進氏）

第3回定例会（9月）の審議結果�

前田博隆氏　　　　　　松下進氏

2. 賛否が分かれた議案（○は賛成、●は反対）

（議員氏名）

（議案名）

決
算
認
定�

 

補
正
予
算 

 

条
例 

 
 
 

そ
の
他 

 

請
願
・
陳
情

平成 20 年度一般会計
　　　　      （認定）

平成20年度国民健康保
険特別会計　  （認定）

平成20年度後期高齢者
医療特別会計  （認定）

平成21年度後期高齢者
医療特別会計  （可決）

平成 21 年度一般会計
（第 4 号）　  （可決）

市有墓地条例の一部改
正　　　　　  （可決）

Ｂ&Ｇ海洋センター条例
の一部改正　  （可決）

指定管理者の指定（北部
地区15公園等） （可決）

指定管理者の指定（南部
地区16公園等） （可決）

いきいきバス運行に関
する請願      （採択）

新駅計画の中止･凍結を
求める陳情  （不採択）�

議
長
職
の
た
め
表
決
に
参
加
し
な
い

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ●

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ●

○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ● ○ ●

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ●

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ● ○ ●

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ●

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ●

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ●

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ●

● ○ ● ○ ○ ● ○ ● ● ○ ○ ○ ● ● ○ ● ○ ○ ○ ○ ○

● ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ● ● ○ ○ ● ● ● ○ ○ ○
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政務調査費

～平成 20 年度議員別収支実績～政務調査費をこう使いました

○政務調査費は、議員の調査研究活動に要する経費の一部として、議員個人に交付されています。

○交付額は議員1人当たり月額1万円(年額12万円)です。使用額が12万円に達しない場合、残額は返

　納されます。

○議員は、全ての支出に領収書原本を添付してその内容を議長に報告します。

○これらの書類等は情報公開の手続きにより閲覧することができます。

議 員 名　 　支 出 額

（単位：円)

左　　の　　主　　な　　支　　出　　内　　容

項　　目    金　額      具　　体　　的　　支　　出　　事　　項

福岡県福智町、千葉県市川市、福島県矢祭町の調査

「ガバナンス」「地方行政ゼミナール」等図書購入費

「地方財政研究会（東京）」参加

配布用市議会報告印刷費（4回）、用紙代

書籍、インク、用紙等購入

配布用市議会報告印刷費(4回)

千葉県市川市、福島県矢祭町の調査

福岡県福智町、千葉県市川市、福島県矢祭町の調査

「ガバナンス」図書購入費

福岡県福智町、千葉県市川市、福島県矢祭町の調査

用紙、プリンターインク購入費

パソコン周辺機器（USB）購入費

福岡県福智町、千葉県市川市、福島県矢祭町の調査

「地方自治体のガバナンス研究公開（福岡市）」参加

インクトナーカートリッジ購入費

福岡県福智町、千葉県市川市、福島県矢祭町の調査

配布用市議会報告印刷機リース料、用紙購入費

「ガバナンス」図書購入費

千葉県市川市、福島県矢祭町の調査

配布用市議会報告印刷費

配布用市議会報告印刷費（4回）、説明資料コピー代

法規集差替料

パソコン周辺機器（USB）購入費

福岡県福智町、千葉県市川市、福島県矢祭町の調査

印刷機修理代

「地方議会人」「限界集落と地域再生」図書購入費

福岡県福智町、千葉県市川市、福島県矢祭町の調査

「地方議会人」図書購入費

ファイル、コピー用紙購入費

支出なし

配布用市議会報告の原稿作成費、印刷費

福岡県福智町の調査

59,800

19,200

68,800

37,357

13,843

92,000

28,000

59,150

2,400

59,800

4,910

1,040

59,800

15,140

6,967

59,800

84,052

5,600

57,060

20,000

72,140

31,310

2,080

59,150

14,962

9,000

59,800

7,320

1,560

 

107,730

9,230

調 査 旅 費

資料 購入費

研究 研修費

広 報 費

そ の 他

広 報 費

調 査 旅 費

調 査 旅 費

資料 購入費

調 査 旅 費

広 報 費

資料 作成費

調 査 旅 費

研究 研修費

資料 作成費

調 査 旅 費

広 報 費

資料 購入費

調 査 旅 費

広 報 費

広 報 費

資料 購入費

資料 作成費

調 査 旅 費

資料 作成費

資料 購入費

調 査 旅 費

資料 購入費

資料 作成費

広 報 費

調 査 旅 費

 79,000

 120,000

120,000

61,550

65,750

81,907

59,800

 89,652 

77,060

105,530

83,112

68,680

0

116,960



政務調査費

15いちき串木野市議会だより（22号）

議 員 名　 　支 出 額
左　　の　　主　　な　　支　　出　　内　　容

項　　目    金　額      具　　体　　的　　支　　出　　事　　項

吉尾　逸郎

寺師　和男

丸山　善一

上夷　慶克

宇都　耕平

福田　清宏

東　　勝巳

松下　育郎

　合　計

支出なし

支出なし

福岡県福智町、千葉県市川市、福島県矢祭町の調査

コピー機リース料

コピー機トナー代、インク消耗品購入費

｢全国都市財政年報2007年版」図書購入費

デジタル多機能コピー機購入費

トナーカートリッジ、フラッシュメモリ、用紙等購入費

福岡県福智町の調査

「地方議会人」図書購入費

「自治体学校in大阪」参加

配布用市議会報告印刷費（4回）

アンケート返信用封筒、「保育の市場と公的責任」等
図書購入費

「自治、議会基本条例論」等図書購入費

「地方自治経営学会H20年度研究大会」参加

調 査 旅 費

事 務 所 費

資料 作 成費

資料 購 入費

事 務 所 費

資料 作 成費

調 査 旅 費

資料 購 入費

研究 研 修費

広 報 費

そ の 他

資料 購 入費

研究 研 修費

0

0

 120,000

33,600

120,000

37,000

120,000

72,035

1,631,636

※議員ごとに支出額の大きい3項目を抽出し、4項目以上の場合はその他欄にまとめて掲載してあります。

【政務調査費の使途基準等に関する申合せ】

1．使途禁止経費

　①慶弔等の交際経費　②政党活動経費　③選挙運動経費　④飲食費　⑤その他政務調査費の目的に合致

　　しないもの

2．収支報告書への添付書類

　①領収書(内容が分かりにくいものは明細書を添付) ②先進地調査はその結果報告書を添付 ③広報紙発

　　行はその写しを添付 ④アンケート調査はその写しを添付 ⑤機器購入はカタログの写しを添付

3．具体的な支出基準の例

　①資料作成のための機器購入は、購入費の2分の1を限度とする。その買い替えは5年間認めない。

　②調査研修時の旅費、宿泊費は実際に払った金額とする。ただし、自家用車による調査研修は高速道路

　　料金、燃料代を車賃として充てることができる。宿泊料は旅費条例で定める額を限度とする。

　―表紙の写真―

　11月６日（金）に３回目の“さのさ集会”が開催されました。さのさ集

会とは、１年生から６年生までを縦割りの24の異年齢集団にし、かねて遊

ぶことの少ない年齢の異なる集団の中で過ごすことで、学年を越えた思い

やりの心を育てます。さのさ集会は年４回開催され、今回は地域の方々を

先生としてお招きし、昔の遊び等を学びながら地域の方々との交流を深め

ました。

58,790

43,543

17,667

33,600

120,000

20,450

9,230

7,320

59,735

28,450

31,815

50,235

21,800



8月11日　議会運営委員会

   20日　議会運営委員会

   24日～9月29日　平成21年第3回定例会

　 24日　本会議（開会）

     　  議員全員協議会

   25日　決算審査特別委員会（現地調査）  

　 26日～28日　決算審査特別委員会（書類審査）

9月 8日～9日　一般質問(8人)

    8日　議会運営委員会

   10日　議案質疑

　　　   議員全員協議会

　　　　 第39回議会広報特別委員会

   11日  産業建設委員会

   14日　教育民生委員会

�  16日　総務企画委員会

   25日  議会運営委員会

    29日　本会議（閉会)

          議員全員協議会

10月 2日　第40回議会広報特別委員会

     6日　第14回財政問題議員研究会

     9日　第41回議会広報特別委員会

    15日　県町村議会議長会議会広報研修会

    19日　第42回議会広報特別委員会

    20日　兵庫県赤穂市議会研修視察来訪

    22日　滋賀県守山市議会研修視察来訪

11月20日  平成21年第4回臨時会

　現広報特別委員による最後の議会だよりの発行となりました。皆様に少しでも議会の動

き・様子を知っていただけるよう、分かりやすく読みやすい広報紙づくりに努めてまいりま

した。新しい広報特別委員会でも、皆様にとって議会がより身近なものとなるよう、議会の

情報を発信してまいりますので、よろしくお願いいたします。　 （議会広報特別委員一同）

編　集　後　記

16 いちき串木野市議会だより（22号）

議会の動き

議会の動き（平成21年8月～11月）
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